
◎地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律 
（平成二九年五月一七日法律第二九号）   

一、提案理由（平成二九年四月一一日・参議院総務委員会） 

○国務大臣（高市早苗君） 冒頭、一言申し上げます。 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律案について一部誤りがあり、正誤

をもって訂正させていただきました。心からおわびを申し上げますとともに、再発防止

策を徹底し、今後緊張感を持って対応をしてまいります。 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及

び内容の概要を御説明申し上げます。 

 この法律案は、地方公共団体における行政需要の多様化等に対応し、公務の能率的か

つ適正な運営を推進するため、地方公務員について、会計年度任用職員の任用等に関す

る規定を整備するとともに、特別職の任用及び臨時的任用の適正を確保し、併せて会計

年度任用職員に対する給付について規定を整備するものであります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、一般職の非常勤職員である会計年度任用職員について、その採用の方法は、

競争試験又は選考によるものとし、その任期は、その採用の日から同日の属する会計年

度の末日までの期間の範囲内で任命権者が定めるものとすること等としております。 

 第二に、特別職の地方公務員について、臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託

員及びこれらの者に準ずる者の職は、専門的な知識経験又は識見を有する者が就く職で

あって、当該知識経験又は識見に基づき、助言、調査、診断その他総務省令で定める事

務を行うものに限ることとしております。 

 第三に、地方公務員の臨時的任用について、緊急のとき、臨時の職に関するとき、又

は採用候補者名簿がないときに行うことができることに加え、常時勤務を要する職に欠

員を生じた場合に該当することを要件に追加し、その対象を限定することとしておりま

す。 

 第四に、地方公共団体は、これらの任用の適正化に併せ、会計年度任用職員に対し、

期末手当の支給を可能とすることとしております。 

 このほか、施行期日について規定するとともに、所要の規定の整備を行うこととして

おります。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますよう、お願い申し上げます。 

二、参議院総務委員長報告（平成二九年四月一四日） 

○横山信一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、地方公共団体における行政需要の多様化等に対応し、公務の能率的かつ

適正な運営を推進するため、地方公務員について、会計年度任用職員の任用等に関する



規定を整備するとともに、特別職の任用及び臨時的任用の適正を確保しようとするもの

であります。 

 委員会におきましては、臨時・非常勤職員の勤務の実態、会計年度任用職員の任用の

在り方、制度移行に当たっての適正な勤務条件の確保、処遇改善に向けた地方財政措置

の必要性、休暇制度及び育児休業等の条例の整備等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して山下芳生委員より反

対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年四月一三日） 

政府は、本法施行に当たり、地方公務員の任用、勤務条件並びに福祉及び利益の保護 

等の適正を確保するため、次の事項についてその実現に努めるべきである。 

一、会計年度任用職員及び臨時的任用職員の任用について、地方公共団体に対して発出

する通知等により再度の任用が可能である旨を明示すること。 

二、人材確保及び雇用の安定を図る観点から、公務の運営は任期の定めのない常勤職員

を中心としていることに鑑み、会計年度任用職員についてもこの考え方に沿うよう、

引き続き任用の在り方の検討を行うこと。 

三、現行の臨時的任用職員及び非常勤職員から会計年度任用職員への移行に当たっては、

不利益が生じることなく適正な勤務条件の確保が行われなければならない。そのため

に地方公共団体に対して適切な助言を行うとともに、制度改正により必要となる財源

についてはその確保に努めること。また、各地方公共団体において休暇制度の整備及

び育児休業等に係る条例の整備が確実に行われるよう、地方公共団体に対して適切な

助言を行うこと。 

四、本法施行後、施行の状況について調査・検討を行い、その結果に基づいて必要な措

置を講ずること。その際、民間における同一労働同一賃金の議論の推移を注視し、公

務における同一労働同一賃金の在り方及び短時間勤務の会計年度任用職員に係る給付

の在り方について特に重点を置くこと。 

  右決議する。 

三、衆議院総務委員長報告（平成二九年五月一一日） 

○竹内譲君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審査 

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、地方公共団体における行政需要の多様化等に対応し、公務の能率的かつ適正 

な運営を推進するため、地方公務員について、会計年度任用職員の任用等に関する規定 

を整備するとともに、特別職の任用及び臨時的任用の適正を確保し、あわせて会計年度 



任用職員に対する給付に関する規定を整備しようとするものであります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、去る四月十九日本委員会に付託され、翌二十日高 

市総務大臣から提案理由の説明を聴取し、五月九日、質疑を行い、これを終局いたしま 

した。次いで、討論を行い、採決いたしましたところ、本案は賛成多数をもって原案の 

とおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対して附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年五月九日） 

政府は、次の事項について十分配慮すべきである。 

一 会計年度任用職員及び臨時的任用職員について、地方公共団体に対して発出する通

知等により再度の任用が可能である旨を明示すること。 

二 人材確保及び雇用の安定を図る観点から、公務の運営は任期の定めのない常勤職員

を中心としていることに鑑み、会計年度任用職員についても、その趣旨に沿った任用

の在り方の検討を引き続き行うこと。 

三 現行の臨時的任用職員及び非常勤職員から会計年度任用職員への移行に当たっては、

不利益が生じることなく適正な勤務条件の確保が行われるよう、地方公共団体に対し

て適切な助言を行うとともに、厳しい地方財政事情を踏まえつつ、制度改正により必

要となる財源の十分な確保に努めること。併せて、各地方公共団体において、育児休

業等に係る条例の整備のほか、休暇制度の整備が確実に行われるよう、地方公共団体

に対して適切な助言を行うこと。 

四 本法施行後、施行の状況について調査・検討を行い、その結果を踏まえて必要な措

置を講ずること。その際、民間部門における同一労働同一賃金の議論の動向を注視し

つつ、短時間勤務の会計年度任用職員に係る給付の在り方や臨時的任用職員及び非常

勤職員に係る公務における同一労働同一賃金の在り方に重点を置いた対応に努めるこ

と。 


